
Ⅰ C1 移転可能な技術シーズの 発掘とその分析 

0 江藤 学 ( 筑波大先端学際領域 研 ) 

1 . はじめに 

筑波大学先端学際領域研究センターは、 

産学官の共同研究により、 先端的・学際的研 
究活動を実施することを 目的として設立され 
た センタ一であ り、 現在 21 の研究プロジェク 

トが実施されている。 これらのプロジェクトは 、 

7 つのアスペクトの 下に分類整理されて 実施 
されているが、 その一つとして、 「総合リエ ゾ 

ン 研究アスペクト」が 設けられている。 このア 

スペクトの下で、 現在、 「学際領域最先端研 
究推進のための「産・ 官・ 学 」研究連携システ 
ムの理論的・ 実践的調査研究」プロジェクトが 

実施されており、 本報告は、 この研究プロジ 

ェクト の一部として 行った「筑波大学研究技 
術シーズ 集 」の作成過程と、 その結果につい 

て整理したものであ る。 

2. 目的 

本研究の目的は、 大学における 研究成果 
をいかにして 民間企業等に 移転していくかを 

研究することにあ る。 その第一段階として 重 

要 なのが、 大学における 研究成果を、 民間 

企業等が利用できる 形で整理・蓄積すること 
であ る。 このため、 我々はまず、 筑波大学に 

おける研究成果を 発掘し、 それを「シーズ 

集 」の形で整理・ 公表することから 研究を開 

婚 した。 

このような技術移転を 主眼としたシーズ 集 

は、 地方公共団体やその 関連機関において 

作成された例はあ るが、 大学が主体となって 

作成した例は 少ない。 さらに今回の 技術シー 
ズ集では、 収集されたシーズを 評価し、 その 

一部 は ついて詳細な 情報を掲載している 点 

で画期的とかえる。 

8. 方法 

(1) アンケート調査票の 作成 
シーズの発掘は、 基本的に全教官に 対す 

るアンケート 調査により行った。 なお、 ①アン 

ケートの回答率を 高め、 ②産業界が利用し 

やすい形で情報を 集めるため、 まず過去に 

行われた同様の 調査を分析し、 記入しやす 
い調査票を作成することから 開始した。 方法 

としては、 調査の主旨、 記入方法、 利用方法 
等についての 説明と、 箇条書き方式のシンプ 

ルな調査票を 作成し、 学内の協力者 17 人に 
対して事前調査を 行 う ことで調査票の 具体的 

必要要件を整理し、 最終的調査票を 作成し 
た   

この第一次事前調査では、 
・「シーズ」定義の 明確化、 特に「ニーズ」対 

応研究の成果の 扱い 

・必要な研究資金算定の 困難さ 

・公開の方法 

・アイディア 盗用に対する 配慮 
・回答の有無が 研究評価に当たるという 疑念 
の 払拭 
・実現まで相当期間のかかるシーズの 扱い 
等が問題点として 指摘されたため、 最終的 

な調査 票は 、 以下のポイントに 配慮しっ っ作 
成した。 

・詳細な調査の 主旨、 記入要領等を 作成し、 
公開方法の紹介やアイディア 盗用に対する 
注意喚起を行 う 。 

・研究テーマ 毎に、 共同研究の可能性、 産業 
界への期待等を 記入できるようにする。 

・研究・技術シーズの 記入を表形式とし、 シ 

ーズ毎に研究段階や 研究資金を記入でき 

るようにする。 
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さらに、 このシーズ調査への 回答の有無が、 
研究者の研究評価にっながるのではないか 

という疑念を 払拭するため、 各研究者の「研 
究テーマ調査」を 同時に実施し、 回答率が下 
がることを覚悟の 上で、 シーズ調査の 目的は 

「産業界への 技術移転」にあ り、 それに適し 
たシーズを持っ 者のみが回答する、 任意性 

の強 い 調査であ ることを強調することとした。 

この結果、 調査は大きく、 ①研究テーマ 調査、 
②共同研究可能性調査、 ③シーズ調査の 3 

つによって構成されることとなった。 

なお、 実現時期までの 期間が長いシーズ 

については、 産業界への技術移転という 面 

からは価値が 低いが、 大学が基礎研究を 行 

う 場であ ることを考えれば 当然このようなシー 

ズが多くなることが 予想されるため、 将来的 

に産業界において 活用されることが 期待 出 

来るシーズの 場合は出来る 限り発掘対象とし 
ていくこととした。 

以上の観点から 作成した最終調査 票 案を 

事前調査対象の 17 名に再評価して 頂き、 最 

終 的な調査票を 決定した。 

(2) アンケートの 実施と回答 

アンケートは 筑波大学全教官 (1,575 名 ) に 

対し、 学内郵便により 実施した。 その結果、 
シーズ調査には 139 名 ( 全教官の 9%: 以下同 

じ ) から 374 件の提案があ った。 また、 共同研 

究可能性調査には、 シーズを提案しなかっ 

た研究者からも 多く回答が寄せられ、 結果的 
に 306  名 (19%) の回答を得た。 ちなみに、 同 

母数の大きい 臨床医学系が 16 名 (8%) と最も 

多く、 以下応用生物化学系、 電子・情報工学 
系、 物理工学系が 続いている。 さらに件数べ 

ー スでは、 応用生物化学系が 40 件と最多で、 

一人当たりの 提案件数の低い 医学系を逆転 

している。 

4. シーズ内容の 分析 

(1 研究段階と研究期間 
提案されたシーズのうち、 研究段階が記入 

された 296 件について分類すると、 208 件 

(70.3%) を基礎研究が 占めた。 応用研究、 開 

発は少なく、 試験・検査段階のものはほとん 

どなかった ( 図 1 参照 ) 。 

う ち 96% が現在研究中のテーマであ ったが、 

中断しているもの 3 件 ( 全て基礎研究 ) 、 終了 

しているもの 9 件もシーズとして 提案された。 

これを学系別に 見ると、 化学系、 生物科学 
系で提案の 100% が基礎研究レベルであ った 

のをはじめとして、 応用生物化学系、 物質工 

学系、 基礎医学系、 物理工学系で 基礎研究 
比率が高い値を 示した。 これに対し、 文科系、 

臨床医学系、 農林工学系では 基礎研究比率 

が 50% 以下と、 学系により大きな 異なりを見 

せた。 

このようにシーズの 7 割が基礎研究段階と 

して提案された 背景には、 大学が基礎研究 

を行 う 場所であ るとの大前提があ るものと 予 

研究段階 別 シーズ件数 

時に行った研究テーマ 調査は 996 名 (63%) 
0 回答が寄せられた。 
収集したシーズを 確認したところ、 一部シ 

ーズとして技術移転不可能なもの、 情報量が 

不十分なもの 等があ り、 これらを整理した 結 

果、 最終的に 138 名から提案された 308 件を 

整理すべきシーズとして 分類した。 これを 学 
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恕 される。 実際、 それぞれのシーズ 実現にど て は少ない。 これに対し、 総額で回答したも 

の程度の研究期間が 必要かほついては、 墓 のを集計すると 1 億円前後と 1000 万円前後 

礎 研究段階であ っても 5 年以内と回答したも に 2 つのピークが 見られた。 これは、 研究費 

のが多く見られた。 3 年以内との回答も 54 件 の総額予想が 困難なため回答者が「桁数」で 

に 達しており、 調査の際に示した「基礎研 必要な研究費の 額を判断している 可能性も 

究」「応用研究」「開発」の 定義 ( 基礎研究は あ るが、 この研究費総額を 同時に回答された 

10 年以上、 応用研究は 3 年以上の研究期間 「必要な研究年数」で 割って、 1 年当たりの 研 

が 成果を得るまでに 必要 ) は研究者の意識と 究 費を算出すると、 年額で回答された 額 とほ 

大きく異なっていることが 分かった。 ぼ 一致することが 分かった。 集計結果を図 2 

この平均実現年数についても 学系別に見 に示す。 このことは、 ここで期待している 研究 

たところ、 物理系、 生物科学系、 物質工学系 費の額 (1000 万円以下 ) が、 研究内容とは 別 

が 長期の研究期間を 想定しており、 これに対 のファクター、 例えば外部に 期待出来る金額 

して基礎医学系、 農林工学系等はシーズ 実 の常識的な個や 、 他の資金 ( 科研 費 等 ) の 規 
現 までの研究期間が 短いものが多 い ことが 模 、 個人でマネジメント 出来る金額の 限界等 

分かった。 に 影響されている 可能性が高いことを 示唆し 

(2) 研究資金 ている。 

必要な研究資金の 額については、 シーズ なお、 一般的には基礎研究、 応用研究より 

を 実現するまでに 必要な研究費総額 か 、 年 も開発の方が 必要な研究費が 大きいことが 

間 に必要な研究費のどちらかを 選んで回答 予想いれるが、 今回の調査で 得た結果を見 

できるよさにした。 その結果、 総額での回答 る 限り、 その傾向は見られなかった。 また、 学 

者と年額での 回答者は 116 対 130( う ち 5 件 系別に集計したこと、 物質工学、 農林工学、 

は 双方に回答 ) とほぼ 2 分された。 但し、 研究 応用生物化学系等の 学系は 2,000 万程度 

段階別に見ると、 基礎・応用研究段階では 午 の数値を出したのに 対し、 他の工学系は 

額 べ ー スの回答が多いが、 開発段階に入る 1,000 万 強 、 医学系や理学系は 500 万程度 

と総額べ ー スでの回答が 急増することが 判明 と、 学系別に大きな 差が出た。 

した。 これは、 開発   

段階では研究目標 万円 年間必要研究費 ( 集計 ) 

が 明確であ り、 資金 

の投入量が研究期 

間に大きな影響を 与 

える ( 期間ではなく 資 

金量が研究の 成否を 

決める ) ということで 

あ ろう。 
さて、 年間に必要 

な研究費の額をみる 
と、 殆どが 1000 万円 

以下であ り、 1000 万 

円を超える研究費を 
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5. 共同研究可能性調査分析 

(1) 共同研究等の 実施状況 

共同研究可能性調査から、 現在共同研究 
等を実施している 件数を集計したこと、 共同 

研究と奨学寄付金制度が 多く活用されてい 
ることが分かった ( 図 3 参照 ) 。 共同研究制度 

は、 農学・生物学分野、 心理・体育学分野、 
医学分野で 20% 近い確率で実施されていた。 

筑波大学全体での 共同研究数に 比べるとこ 

の率は極めて 高く、 シーズ調査への 回答者 

は民間との共同研究についてその 経験を有 
するものが多いことがわかった。 
受託研究及び 研究員受け入れについては、 

愛人可能性については 共同研究制度を 変わ 
りなかったが、 実際の利用率は 低く、 共同研 

究制度に比べ 制度上の不利益が 存在するも 

のと想像される。 
この ょう な中で、 奨学寄付金だけは 全ての 

理科系分野で 高 い 利用率をしめした。 特に 

工学分野は共同研究の 実施状況においては 

医学、 農学・生物学分野に 大きく水を開け ろ 

れたにもかかわらず、 奨学寄付金に 関しては 

高 い 実施率を示している ( 図 4 参照 ) 。 これは、 

工学系における 民間との共同研究が、 共同 

共同研究 / 実施中 

  
心理   

0. ㏄ 10. ㏄ 20 ．㏄ 30 ．㎝ の．㏄ 50 ．㏄ 

研究制度によらず、 奨学寄付金によって 実 

施されていることを 表している。 

なお、 文科系分野については、 いずれの 

制度についても 利用率が低かったが、 特に 

他 の 学 系が高い数値をしめした「奨学寄付 

金」について、 その利用者が 見られなかった。 
これは、 シーズ回答者に 文科系研究者が 少 

なかったこともあ るが、 元々文科系の 研究 テ 

一マが 企業等の研究テーマ と 一致しないこと 

に加え、 指導教官への 寄付金贈与が 学生確 
保に結ぴっかない、 企業のコンサルタント 的 

活動が少ないなどの、 奨学寄付金の 有する 

別の性格が反映されたものと 考えることも 出 

来よう。 

(2) 共同研究等制度の 受け入れ 
共同研究等の 受け入れについては、 特に 

共同研究制度と 受託研究制度について、 受 

け 入れが困難との 回答が文科系分野、 理学 

系分野から多くあ った ( 図 5 参照 ) 。 個人研究 

が中心であ る文科系研究者が 共同研究や受 

託研究を受け 入れ困難と回答することは 十 

分 予想いれたが、 理学系分野において、 この 

ような高率で 共同研究等の 受け入れを拒否 
する背景には、 理学系で行っている 研究が 

純粋基礎研究であ るとの研究者の 認識が強 

く 影響していると 考えざるを得ない。 

なお、 文科系分野を 除き、 受託研究や研 
究者の受け入れは、 共同研究より 高い割合 
で実施が困難と 回答されている。 ここからも、 

受託研究制度、 研究者愛人制度については 
制度の見直し 時期に来ていることがうかがわ 

図 3: 共同研究を実施している 研究テーマ 
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図 4: 奨学 % け金を受け入れている 研究テーマ 図 5: 共同研究の受け 入れが田雄な 研究テーマ 
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図 6: 奨学 廿 付合が受け入れ 目 稚 な研究テーマ 図 7: 共同研究で学生の 就恩光確保を 期待する 卒 

奨学寄付金については、 文科系も含め、 い ことであ る。 そして、 この 2 つと 全く逆の傾 

全ての分野で 受け入れが概ね 可能となって 向を示すのが「専門企業」であ る。 この「専門 

いる。 但し 、 5% 程度の研究者はこの 奨学 寄 企業」は工学系、 文科系のニーズが 高く 、 医 

付金でさえも 受け入れ困難と 回答しているこ 学 系のニーズは 極端に低い。 これらを総合 

とには注意する 必要があ る ( 図 6 参照 ) 。 すると、 医学系・理学系が 自らの専門以外の 
(3) 産業界への期待 能力・資源を 外部に求めているのに 対し、 エ 

大学側が共同研究等において 産業界に期 学系は自らの 専門を深化させるための 支援 
侍 する項目として、 「資金」、 「試作・製作技 を外部に求めていることが 分かる。 

術」、 「学生就職先」、 「個分野研究者」、 「設 「 人 」の面で特徴的なのは、 「学生の就職 

備 ・施設」、 「覚部データ」、 「専門企業」、 「人 先 」と「人材」であ ろう。 「学生の就職先」は 医 

材」。 「その他」の 9 項目について、 それぞれ 学系分野が、 「人材」は理学系分野が 特徴的 

ニーズを調査した。 な 高 い 率でニーズを 示している。 このうち、 理 

結果的には「資金」が 全ての分野で 飛び ぬ 学系の「人材」ニーズについては、 理学系が 

けて ニーズが高く、 60% から 70% の研究者が 学生数・教官数が 少なく、 研究人材の確保に 

民間企業に対し 資金的協力を 期待している 常に苦労している 実態を考えれば 十分納得 

ことが分かった。 できるものであ るが、 医学系の「学生の 就職 

特に医学分野と 文科系分野がその 傾向が 先」ニーズ は ついては、 医学部卒業者が 民 

強く、 期待率が 70% 以上に達した。 この 2 分 間企業に就職する 可能性が少ないことから、 

野は大学の中で 最も資金的に 潤沢な分野と 実体的に何を 求めているのかについて 追加 

資金的に苦しい 分野であ り、 この両者が共に 的に調査する 必要があ ろメ図 7 参照 ) 。 

外部資金に強い 興味を持っことは 象徴的で なお、 設備・施設については 医学系、 生 

あ る。 物 ・農学系のニーズが 高く、 外部データに っ 

項目別にニーズを 見ると、 資金の次に要望 いては全ての 分野でほぼ同様のニーズを 示 

が 高いのは試作・ 製作技術であ り、 全体の したが、 それほど高 い 数値ではなかった。 

32.6% がこの技術を 外部に期待している。 侍 なお、 その他として 掲げられたニーズ とし 

に 医学分野、 理学分野がその 傾向が顕著で ては、 調査被験者、 理論を実践する 現場 ( フ 

あ り、 医学分野では 43.8% がこの試作・ 製作 ィールド ) 、 国際協力のコーディネーター とし 

技術を民間企業等に 期待している。 ての官庁等が 挙げられた。 

この試作・製作技術と 類似の傾向を 示すの (4) 特許等の権 利化状況 
が 「 他 分野研究者」であ り、 やはり医学・ 理学 各シーズに関連する 特許の権 利化状況に 

分野のニーズが 高い。 この「 他 分野研究者」 ついては、 308 件のうち 10% 強の 35 件で関 

の 特徴は、 工学系分野のニーズが 極端に低 速特許が権 利化または出願されており、 その 
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総件数は 50 件であ った。 形態は殆どが 特許 

であ り、 明確に特許以覚のものとしては、 実 

用新案が 1 件、 著作権 が 1 件あ ったに止まっ 

た。 50 件のうち 32 件が出願中、 11 件が権 利 

化 済み (7 件は不明 ) となっており、 特許の権 
利化に時間がかかっていることがうかがわれ 

る。 

特許の所有者は 大学 ( 政府 ) が 3 件、 個人 

が 12 件となっており、 不明の 6 件を除く残り 

の 29 件は企業等との 共有特許または 企業の 

特許となっていた。 29 件のうち、 明確に企業 

  のみの特許であ ったものは 6 件で、 多くが 共 

有 特許となっていた。 

6. シーズ 集 作成のための 評価 

今回のシーズ 集 作成に当たっては、 発掘 
したシーズを 評価し、 その一部 は ついて詳細 

な情報を掲載することにした。 これは、 シ一 

ズ集 として一覧表を 提示するだけでは 内容 
が判断し辛く、 シーズに対する 興味が沸きに 

くいと判断したためであ る。 
シーズの選定は、 分野別に、 当該分野に 

対し横断的な 知識を有し、 かっ産業界の 動 

何 にも高い見識を 有する OB または現役の 教 

官に依頼して 行った。 選定に当たっては、 ま 

ず各選定担当者に 対し、 本 シーズ集の作成 

目的・今後の 活動予定等を 説明し、 判断基 
準は各選定者に 委ねることとした。 この結果、 
47 件のシーズが 選定された。 

シーズ選定に 当たり、 各担当者が選定基 

準として考慮した 条件は様々であ ったが、 そ 

のうち、 複数の担当者が 示した基準は 以下 

の通りであ った。 

・市場化の容易なもの 

ゲーム産業、 化粧品、 スポーツなど、 市場 
が明確で市場規模等の 予測が容易なもの。 
これらのシーズは、 産業界のニーズに 近いた 

め、 短期間での産業化が 達成される可能性 

があ る。 

・他で行っていないもの 

テーマに限らず、 手法、 アプローチなどが 

独特で、 他で同様の研究を 行っていないも 
の。 こ う いったシーズは 博打的要素があ るが、 

提案するシーズとしては 面白い。 

・研究 ( 者 ) の資質が高いもの 

研究者が我が 国の第一人者であ る、 情報・ 

ノウハウが蓄積されている、 研究者の研究推 
進能力が優れているなど、 シーズ自体よりも 

シーズを生み 出した研究者を 基準としたも 

の 。 

・波及効果の 大きいもの 

対象となる産業が 多く 、 様々な波及効果が 

期待できるもの。 本 シーズ調査は 第一回でも 

あ り、 今後のシーズ 発掘に対する 波及効果も 

重要な項目の 一 つ 。 

7. まとめと今後の 研究 
今回のシーズ 発掘は始めての 試みであ り、 

シーズの定義から 検討を行うこととなったた 

め、 その作成に半年もの 期間を要した。 また、 
研究者にシーズの 概念が十分に 理解されず、 

発掘されたシーズも 内容的に差が 大きく、 一 

覧表からだけでは 十分な情報が 得られない 

ものも多く見られた。 
しかし、 大学から 30(M ものシーズを 発掘し 

たこと自体は 本研究の確実な 進展を意味し 

ており、 この成果を活用しっ っ 、 今後継続的 

にこの ょう な活動が続けられる 環境を整えて 
い かねばならない。 さらに、 シーズ 集 自体に 

収録された情報、 収録されなかった 情報双 

方について、 その有用性を 再評価し、 産業 

界にとって利用しやすいシーズ 集に改良して 
いくことが必要であ る。 

現在、 今回作成したシーズ 集 ( 約 3000 部 ) 

を全国の関係機関に 配布し、 その内容・活用 

可能性等についてアンケートを 実施している。 
このアンケート 結果等をもとにシーズ 集を改 

良し、 次回のシーズ 集はさらに使いやすく 価 

値 あ るものにしていきたいと 考えている。 
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